第１６９回国会　予算委員会　議事録抜粋
平成二十年一月三十一日（木曜日）午前の部
○理事（林芳正君）　関連質疑を許します。田中康夫君。
○田中康夫君　参議院の統一会派、民主党・新緑風会・国民新・日本の一員であります、新党日本代表の田中康夫でございます。
　今回、予算委員会の質疑の機会を与えてくださいました民主党の皆様に、改めて感謝を申し上げたいと思います。どうもありがとうございます。
　カメラの方にはおしりを向けて大変失礼をいたしましたが、私ども新党日本は、さきの参議院選挙で百七十七万票をちょうだいいたしましたが、小さな政党ですので議員が一人という悲哀でございます。この中で、小沢一郎さんを始めとする民主党の方々とともに、真に日本に暮らす方々のための政治を一日も早く実現したいと思います。
　最初に、福田康夫内閣総理大臣にお聞きいたしたいと思います。
　先般の党大会のときに、福田さんは、不要なあるいは不都合な制度というものは大胆に変える、この勇気を持とうというふうにおっしゃいました。
　具体的に、福田さんが不要である制度あるいは不都合な制度というものはどのようなものがあり、また、それを具体的にどのようにお変えになろうとしているのか、二、三で結構でございますから、まずお聞かせください。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　具体的な例を申し上げます。
　一つは、例えば住宅建築に係る住宅基本法というのがございました。これは例の姉歯事件がございましたけれども、まあそれ以前から検討していたんですけれども、それを昨年春、改正をいたしました。
　住生活基本法と、こういうふうな形になったんですけれども、この一番大事なところは、やはり、住宅をただ単に建てるというだけでなくて、やはり国民、住む人の立場になって考えた住宅を造るということが基本になっていると。やはり、耐震というような問題がありまして、住民の生命、財産を失うというようなことがないように、建築確認も今までと違うようなやり方をしなければいけないとか、また、将来的には住宅を造れば長期住宅というものも視野に入れなければいけない、そういうようなことを考えて、住民、国民の立場に立ったそういう法律に改めたと。これも一つ、非常に大きな例だというふうに思います。
　そういうように、今までとかく行政の立場で考えた法律ということで、本当にそれが国民の立場になっているかどうかということについては疑問があるようなものについては、これは、そういう事例については一つ一つ丁寧に直していくというようなことが必要なんだろうと。その場合に法律も必要であれば直すということがあるかもしれぬし、またその前に、制度それから行政の在り方、そういったようなものも検討対象にしていくべきだと、こういうふうな考え方で申し上げたわけであります。
○田中康夫君　たった一つの例、それも住宅ということでございました。
　私は、今、日本は大変に大きな転機に立っているわけでございます。すなわち、なあんちゃって小泉・竹中へなちょこ構造改革というようなものの追憶に浸っているときではないということでございます。すなわち、与党の方からも今やじが飛ばなかったのは、そのように思っていらっしゃるということです。
　実は、構造改革といいながら、わずか五年間の間に二百五十兆円も日本の借金が増えてしまった。日本の借金一千兆円ですよ。四分の一が構造改革という名の下で借金を増やし、地域が疲弊し、人々が苦しむという状況をおつくりになったということです。
　私は、岩波書店の方はきっと今回の広辞苑の第六版の構造改革というときの三番目か四番目に、羊頭狗肉とかうそつきと書かなくちゃいけないんじゃないかと大変悩まれたかと思います。
　で、福田さん、日本は今一年間にこれから毎年どのくらい人口減少社会の中で人口が減少すると、御存じですか。お答えください。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　減るということは承知しておりますけれども、その人数について承知しておりません。
○田中康夫君　四年前の二〇〇四年をピークとして、日本はこれから毎年八十万人ずつ人口が減少してまいります。八十万人ということは、東京で一番大きな世田谷区と同じ人口です。それがわずか数年ではなくて、これから何十年もの間にわたって続く。四十年後には働く方も人口も三分の二になります。
　他方で、日本の面積は変わりません。仮に北方領土が全面返還されても、一％しか面積が増えないんですよ、福田さん。すると、今までと違う発想の転換が必要だと、私はこのように考えております。
　すなわち、箱物行政に象徴される右肩上がりのこうした社会が増大していくというような物質的な社会から、人々が新しい豊かさを感じられるこうした社会へと変えていかなきゃいけない。それはすなわち、既得権益に守られた政官業の方々の一極集中のピラミッドから、地域分散型でありながら世代分断型ではない平らな社会にしていくということです。それが富国強兵から経世済民という経済を興し人々に喜びを与える社会でございます。
　こうした中で、日本のまさに人々の命を守るということに関して、ちょうど一週間前、極めて衝撃的なデータが出されました。厚生労働省の発表では、去年一年間に献血をなさった方々の中でＨＩＶのウイルスに感染をされていた、この方が百二名いらっしゃった。報道されたところであります。
　福田さんとそして厚生労働大臣であります舛添さんに、この数値の報告を受けたときにどのようにお感じになったのか、また何をすべきか、お二方にお聞きします。
○理事（林芳正君）　舛添厚生労働大臣。
○田中康夫君　いや、福田さんからです。
○国務大臣（舛添要一君）　先般、成人の日の献血という場に私も立ち会いました。そして、まずこれはきちんと問診をし、本人確認をする。それで、今、ＨＩＶの検査目的で献血に来られる方もおられるというようなこともありますし、それから今非常に私が懸念していますのは、例えばタトゥーですね、入れ墨、こういうことを通じてＨＩＶであるとか肝炎とかに感染している方々もおられるということで、もちろんスクリーニング、ちゃんと検査をいたしますから、そうして採血した血液を使うことはありません。しかし、数が増えているということは、これは非常に深刻な問題でありますので、いろんな対策を、今申し上げたような対策を取ってまいりたいと思います。
○田中康夫君　対策を取っているとおっしゃいました。しかし、この百二人の感染をなさっている方々には、厚生労働省は個人情報の観点からと称してお伝えになっていないんですよ。感染をされた方が早期に治療をすれば、良い意味で発病を延ばすことはできます。しかし、発病された後は現在の医療では不可能なんです。
　そして、舛添さんは今、検査をしているとおっしゃった。ＨＩＶは感染をしてから二週間の間は、ウインドー期間といって血液の上で陽性と出ません。こうした方々に関してはどのような対処をなさっているのですか、献血に関して。
○国務大臣（舛添要一君）　まず、最初おっしゃった本人に個人情報を守るためにお伝えしていないということですが、私が理解しているところは、それを公表したりするのではなくて、そういう個人に、非常にほかの人に知れないようにきちんと伝えているというふうに私は理解をしております。
　それから、今、具体的な数字ですけれども、平成十九年において、四百九十四万件の献血のうちにＨＩＶ陽性であったのが百二件、〇・〇〇二％であります。そして、今おっしゃいましたように、出てくるまでに少し時間掛かる、ちょうどそこに引っかかったときには、これはその検査を逃れてしまうわけでありまして、そういう現に輸血に用いられた血液製剤がＨＩＶウイルスで陽性であった事例が、平成九年に一件、平成十一年に二件、平成十五年に一件でありまして、輸血を通じて実際にＨＩＶに感染したと確認された事例は平成十五年の一件のみでありますけれども、こういうことがないように、例えばこれから科学技術的な手が打てるか。ただ、今委員がおっしゃったように、その間は潜伏している、そう表に出ないわけでありますから、非常に不幸にそういうことで平成十五年の一件のようにかかった場合には、この医療手当の支給というようなことも含めて全力を挙げて御支援すると、それが今の方策であります。
○田中康夫君　薬害肝炎の悲劇を同じように繰り返すということですよ。十万人に二人の方がＨＩＶの陽性だった。仮に全国民が献血をすれば二千四百人という割合ですよ。今回の薬害肝炎の最初の原告団の二百一人の方の十倍もの方々が感染をしているかもしれないのに認知されていないということです。そして、ウインドー期間の間の方々、これは、Ｂ型肝炎やＣ型肝炎は感染をしてから血液を検査する間に陽性と出るまでに二か月も掛かります。
　こうした問題を放置し続けるのですね。なぜ日本はそれができないのですか。
○国務大臣（舛添要一君）　今のそういう御指摘を受けて、どういう形でこれは対応できるか、それはきちんと検討してみたいと思いますが、今のこの体制でできるだけのことはやっている。しかし、今の、私は、この輸血、今表に出るまでの期間どうするか。これは委員の御指摘がありましたけれども、この問題をどうするかということで私は非常に真剣に考えておりまして、これについてしかるべきどういう対応ができるか、きちんと検討して対処したいと思います。
○田中康夫君　既にヨーロッパでは行っているんです。不活化という作業がありまして、これを行うとプリオン以外のすべてのウイルスや細菌は殺すことができます。ヨーロッパだけではありません。アメリカもこの一月十一日から全面導入することを決めました。欧米だけではありません。アジアにおいても、シンガポール、マレーシア、そしてタイ、またベトナム、ここも不活化の作業を行って血液の感染を防いでいるんです。ベトナムは日本のＯＤＡで経済の復興をしている場所です。なぜ、ＯＤＡで協力をしている日本が、日本の中に住んでいる方々の血液による被害を、この不活化という作業を導入できないんですか。
○国務大臣（舛添要一君）　今、日本赤十字社においてこの点の作業を既に評価、検討を行わせております。
　ただ、私は血液の専門家じゃないんで医学的にどこまで正しいことが言えるか分かりませんが、私がその赤十字から聞いている情報ですと、不活化の問題の場合に、不活化処理の問題に、不活化剤の安全性、不活化処理が、赤血球、血小板などの有効成分を壊してしまうおそれがあるというようなことについて、そういう懸念があるので、検討し、どういう対応を取るかということを今鋭意検討しているというところでありまして、御承知のように、今おっしゃったように、イギリス、フランス、ドイツでは三種類の不活化剤が開発されてこれを実施しております。アメリカでは今年の一月十一日に、不活化剤を更にいいものを、この病原体の低減技術の開発を急ぐように要請されておりますので、そういう諸外国の事例、そしてまた日本赤十字社の検討状況を踏まえた上できちんと対応してまいりたいと思います。
○田中康夫君　検討してないんじゃないですか。平成十六年からあなた方は既に検討を始めているんですよ。五年たつんですよ。欧米では導入しているんですよ。じゃ、導入している欧米は愚かだとおっしゃるんですか。
　あなた方は、逆に今の御発言は、まさにミドリ十字改め田辺三菱を始めとする政官業の業界の方を向いているんじゃありませんか。導入に関しては、二百億円を導入をすれば全国でこれができるんです。年間の維持費は六十億円です。六十億円というのは、日本の一時間の増えている借金が六十六億円ですよ。一時間の増える借金を続けながら、人の命を、あなた方は薬害肝炎、薬害エイズの問題から何ら学んでいないんです。
　福田さん、今の舛添さんの答弁をお聞きになって何を決断して何を行われるのか、あるいは行われないのか、お答えください。
○国務大臣（舛添要一君）　今申し上げましたように、安全対策について、これはやはり、もちろん総理含め、Ｃ型肝炎の問題について、そしてその前のＨＩＶの問題についてきちんと心からおわびをし、きちんと対策を取る、そういう手を取っているわけでありまして、そしてこの血液製剤、人の血を原料とする、その中にどういうウイルスが入っているか分からない、できるだけの安全対策をやる。諸外国の事例もこの参考にしながら、今申し上げましたように、日本赤十字社において検討されている。そして、全力を挙げてその安全対策は行ってまいります。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　今、委員と厚生労働大臣の質疑お伺いしておりまして、このエイズ問題というのは、これは我が国にとっても深刻に考える、本当に深刻に考えなければいけない問題だということでありますので、この対応については、これはやっぱり時間掛けてはいけないんだろうというように思います。早急に厚生労働省の方で結論を出すべく督促をしたいと思っております。
○田中康夫君　命はこの瞬間の問題です。舛添さんは日本の国家の信用はコンビニ以下だ、コンビニで働いている方に失礼ですけれども、こういうことを雑誌のインタビューでおっしゃっている。彼らにはモラルも何も公務員にはあったものじゃないとあなたがおっしゃっている。あなたこそ人の命を放置するモラルがない方だと私は思います。
　続いて、地方財政に関して伺います。増田大臣に伺います。
　減収補てん債というものを今回発行するに至った、そうせざるを得なかった理由に関してお教えください。
○国務大臣（増田寛也君）　減収補てん債ですけれども、これはある当該団体の基準的な財政収入額を毎回毎回交付税を算定する際に算定をするわけですけれども、それと実際の税収との、実績との乖離がどうしても出てくる場合がございます。というか、なかなかきちんとそれが予測できないので何らかの加減、増減を行うわけですが、それを交付税として、例えば収入が少なければ後年度に加算をするということが行われるわけですけれども、それが翌年度ですと当該年度困りますので、それを当該年度、減収補てん債という形で地方債を発行をしていただいて翌年度以降にそれの元利償還を交付税措置をすると、こういう極めて技術的なものでございます。
　今年度の補正でも、先般衆議院でお認めをいただきましたけれども、これについては従来、減収補てん債、建設事業の経費に充てるということでございましたけれども、最近、投資的経費が二分の一あるいはそれ以下に減っているということがございまして、今年は実績との乖離が多い団体がかなり多かったものですから、そして建設投資が著しく減っているということもございましたので、この十九年補正におきまして減収の補てん債の発行をお認めいただくように法律改正、先般衆議院で通りましたのはそういう改正をお願いしたものでございます。
○田中康夫君　それだけ自治体は困っていると。
　増田さんは改革派知事と言われました。しかし、十二年間の知事の間に借金は二倍になられたわけですね。一兆四千億円の借金に、二倍になった。改革派の知事ですらそうなってしまったのは増田さんの資質なのか国の制度なのか、この点に関して、昼休みを終えて一時から更に伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。
○理事（林芳正君）　残余の質疑は午後に譲ることといたします。
　午後一時に再開することとし、休憩いたします。
　　　午前十一時五十四分休憩
